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【争点１－１】

公衆送信に対する許諾

の有無

別紙１ 権利侵害の成否

被告ら及び補助参加人ら 原告

 補助参加人Ｂは、平成２１年１２月２８日、本件映画の字幕翻訳に関し、原告から公衆送信を含む「オールライツ・クリア」の合意

を得た。

 シネマイスターのＣは、被告フィールドワークスの担当者であるＤから、「オールライツ」であれば見積書記載の翻訳料で構わない

旨連絡を受けたことから、同日、補助参加人Ｂに対し、「オールライツ・クリア」で原告と交渉するように指示した。Ｃと補助参加人

Ｂは、前職の株式会社ギャガ・コミュニケーションズの社員であった頃から上司と部下の関係にあり、補助参加人Ｂは、Ｃからの連絡

を無視したことは一度もなかった。補助参加人Ｂが上記Ｃの指示に従わない理由はないから、補助参加人Ｂは、原告に対し、「オール

ライツ」の合意を提案したことが推認できる。

 本件映画は、英語１０分あたり１万７０００円という条件で翻訳料を定めたところ、原告は、その後も、補助参加人Ｂとの間におい

て、別の作品の翻訳依頼につき、本件と同様の条件（英語１０分あたり１万７０００円）で「オールライツ・クリア」の合意をしてい

るから、本件映画についても、「オールライツ・クリア」の合意をしたことが推認できる。

 「オールライツ」とは、その意義（ＡＬＬ ＲＩＧＨＴＳ）や語感からも明らかであるとおり、本件字幕に係る全ての権利を意味し

ており、「オールライツ・クリア」の合意は、当該字幕に係る全ての権利を包括的に許諾したことをいうものと解される。原告は、本

件映画のＤＶＤの販売状況やＴＶ放映の連絡を受けても、追加の翻訳料を求めることはなく、１０分あたりの金額による翻訳料を定め

る方法は、翻訳料とは別に使用許諾の対価を支払ってほしい旨のメールを補助参加人Ｂに送信した平成３０年５月まで継続していたの

であるから、平成２１年１２月２８日当時、制作した本件字幕の利用態様を制限する意図を有していなかったことは明らかである。

 以上によれば、補助参加人Ｂは、平成２１年１２月２８日、本件字幕の公衆送信に係る利用許諾を得たといえる。

 仮に、明示の承諾が認められないとしても、上記記載の事情によれば、黙示の承諾が認められる。

 被告ら及び補助参加人らは、補助参加人Ｂが、平成２１年１２月２８日、原告から、本件字幕に関し、「オールライツ・クリア」の合意を得た旨主

張する。

 しかしながら、Ｃから補助参加人Ｂに対するメールは、仕事納めの日である平成２１年１２月２８日１９時２５分に送信されたものであって、同日

の同時刻以降に、補助参加人Ｂが原告と電話で交渉したとは考え難い。上記承諾を得たのであれば、将来の紛争防止の観点から書面やメールで確認す

るはずであるにもかかわらず、そのような証拠はなく、補助参加人ＢからＣに対する報告や、Ｃから被告フィールドワークスのＤに対する報告がなさ

れたことを裏付ける証拠もない。したがって、上記明示の承諾は認められない。

 また、被告ら及び補助参加人らは、原告がＴＶ放映の連絡を受けても、翻訳料の追加請求をしなかったことなどをもって、原告が本件字幕の公衆送

信を黙示的に許諾した旨主張する。

 しかし、原告は、補助参加人Ｂから、本件映画がＴＶ放映される旨の連絡を受けたが、放送日が決まったら改めて連絡すると記載されていたため、

改めて本件字幕の利用許諾の申込みがあると考えていた。そして、結局、補助参加人Ｂから放送日の連絡はなかったため、ＴＶ放映がなくなったもの

と理解した。したがって、原告がＴＶ放映の連絡を受けても翻訳料の追加請求をしなかったことは、本件字幕の公衆送信を黙示的に許諾したことを推

認させる事情とはならない。

 上記のほか、被告らは、本件映画の供給元が本件字幕の公衆送信に係る再許諾権を得ていたことを主張・立証していない。

原告

 争点１－１記載のとおり、原告は「オールライツ・クリア」の合意をしているところ、「オールライツ」とはその語義（ＡＬＬ Ｒ

ＩＧＨＴＳ）や語感からも明らかなとおり、氏名表示権の不行使も合意の対象に含むものと解される。このことは、原告がＤＶＤの販

売状況やＴＶ放映の連絡を受けても、氏名の表示に関する要望を行わなかったことからも明らかである。

 争点１－１記載のとおり、原告は「オールライツ・クリア」の合意をしていない。

 また、氏名表示権は、一身専属権であるから、氏名表示をするか否か、氏名表示をする場合にどのように表示するかを決定する権利を第三者が取得

することはあり得ない。したがって、「オールライツ・クリア」の合意の成否にかかわらず、原告の意思を確認することなく、原告の氏名を表示しな

いことは許されない。

被告ら及び補助参加人ら 原告

 原告は、本件字幕が公衆送信されるに当たり、著作者名を表示しないことを望んだことはないから、著作権法１９条２項が適用される余地はない。

 被告ら及び補助参加人らは、日本の映画業界における商慣習を主張するが、当該商慣習はない。また、被告ら及び補助参加人らは、原告が氏名表示

を求めなかった旨主張するが、本件字幕がＤＶＤやＴＶ放映に利用される際にも、原告には氏名表示に関する要望を行う機会はなかったし、原告が翻

訳業務の範疇を超えてエンドロール部分に自らの氏名を勝手に付記することが許されるはずもないのであるから、被告ら及び補助参加人らの主張には

理由がない。

被告ら及び補助参加人ら 原告

 争点１－３記載のとおり、原告は、本件字幕を付した本件映画に氏名を表示しないという選択をしたと認められるから、原告の氏名

を表示しなかったとしても、著作者が創作者であることを主張する利益を害するおそれはない。そして、日本の映画業界の商慣習上、

字幕翻訳者からの要望がない限り、氏名表示の要否は、当該映画作品の制作・販売者の裁量に委ねられており、氏名表示をしないこと

も珍しくないから、氏名を表示しないことが公正な慣行に反するともいえない。

 したがって、著作権法１９条３項の規定の適用により、氏名表示権の侵害は成立しない。

 原告が氏名を表示しないことを望んだことはないし、字幕翻訳者である原告にとって、その氏名が映画のクレジットに表示されることは仕事の獲得

につながることであるから、原告の氏名を表示しないことは原告が創作者であることを主張する利益を害するものである。

【争点１－２】

氏名を表示しない許諾

の有無

【争点１－３】

著作権法19条２項の適

用の有無

【争点１－４】

著作権法19条３項の適

用の有無

 日本の映画業界の商慣習上、字幕翻訳者からの要望がない限り、氏名表示の要否は、当該映像作品の制作・販売者の裁量に委ねられ

ている。にもかかわらず、原告は、本件字幕の制作過程において、本件映画に字幕翻訳者として自らの氏名を表示するよう求めたこと

はなく、本件映画のエンドロールを翻訳したときに自らの氏名を表示することもしなかった。当該事情によれば、原告は、本件字幕を

付した本件映画に氏名を表示しないという選択をしたものと認められるから、被告らが公衆送信に当たって原告の氏名を表示しなかっ

たのは「その著作物につきすでに著作者が表示しているところ」に従ったものといえる。

 したがって、著作権法１９条２項の規定の適用により、氏名表示権の侵害は成立しない。

被告ら及び補助参加人ら



被告フィールドワークス その他の被告ら

 字幕翻訳者の氏名を表示するか否かは、テレビ放

送局の独自の判断である。本件においても、被告

フィールドワークスは、補助参加人東北新社に対

し、字幕翻訳者として原告の氏名を伝えており、テ

レビ放送局が原告の氏名を表示しなかったのは専ら

テレビ放送局の判断であるから、被告フィールド

ワークスの関与するところではない。したがって、

被告フィールドワークスには、氏名表示権の侵害に

関与しているとはいえない。

 原告の主張する関連共同性に関する

根拠は不十分であり、被告ＳＰＥ、被

告ＳＰＪ、被告アイキャスト及び被告

ＡＸＮが客観的に関連し共同して違法

に損害を加えたとはいえない。
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 「ザ・シネマ」に係る放送又は配信については、被告フィールドワークスが制作し、補助参加人ニュージャパンフィルム、補助参加人東北新社を介して、被告Ａ

ＸＮに提供され、同社が、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ及び被告アイキャストの運営するプラットフォームを通じて公衆送信したものであるから、被告フィールドワー

クス、被告ＡＸＮ、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ及び被告アイキャストは、公衆送信を客観的に関連し共同して行ったといえる。

 「スターチャンネル」に係る放送又は配信については、被告フィールドワークスが制作し、補助参加人東北新社を介して、被告ジャパネットに提供し、同社が、

被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ及び被告アイキャストの運営するプラットフォームを通じて公衆送信したものであるから、被告フィールドワークス、被告ジャパネット、

被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ及び被告アイキャストは、公衆送信を客観的に関連し共同して行ったといえる。

原告

【争点３】

客観的関連共同性

 被告ＳＰＥが運営するプラットフォームにおける本件字幕を付した本件映画の放送は、被告

ジャパネットが依頼した補助参加人東北新社が衛星経由で、被告ＳＰＥの契約世帯に送信したも

のであるから、被告ジャパネットは当該行為に直接関与していない。

 被告ＳＰＪが運営するプラットフォームにおける本件字幕を付した本件映画の放送は、被告

ジャパネットが依頼した補助参加人東北新社が光回線で、被告ＳＰＪの契約世帯に送信したもの

であるから、被告ジャパネットは当該行為に直接関与していない。

 また、被告アイキャストが運営するプラットフォームにおける本件字幕を付した本件映画のIP

マルチキャスト配信（放送）は、被告ジャパネットから委託を受けた補助参加人東北新社が被告

アイキャストにデータを納品し、同社が光回線で契約世帯に当該データを送信したものであるか

ら、被告ジャパネットは当該行為に直接関与していない。

 本件字幕を付した本件映画のＶＯＤ配信は、被告ジャパネットが提供したデータを被告ＳＰＪ

及び被告アイキャストが契約者に送信したものであるから、被告ジャパネットは当該行為に直接

関与していない。

被告ジャパネット

別紙２ 過失の有無・客観的関連共同性

原告 被告ら及び補助参加人らの主張

【争点２】

過失の有無

 被告フィールドワークスは、補助参加人Ｂが、原告から権利に関する許諾を得ていることを確認する義務を怠っており、過失がある。

 被告ＡＸＮ、被告ジャパネット、被告アイキャスト、被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪは、他社から供給される外国映画に字幕を付して公衆送信したものである。外国

映画に関する字幕翻訳は、日本国内における配給権を取得した会社が日本国内のフリーの翻訳者に委託するなどして制作することが通常であるところ、外国映画

は、劇場で上映したりＤＶＤで販売したりする利用態様が主たる方法であり、ＴＶ放映やインターネット配信等の公衆送信による利用は当初から想定されないか

ら、字幕翻訳者との間で公衆送信による利用について権利処理がなされていないことがあり得る。加えて、本件であれば、字幕翻訳者の氏名がクレジット表示され

ていない時点で、字幕に関する権利処理に疑問を抱くことは可能であった。そして、外国の製作会社が権利処理を行う外国映画とは異なり、日本国内の会社が配給

権を得た外国映画であれば、権利処理が適切に行われていることを確認することに困難は生じない。そうすると、被告ＡＸＮ、被告ジャパネット、被告アイキャス

ト、被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪは、本件字幕を付した本件映画を公衆送信するに当たり、権利処理が正しく行われていない可能性を予見し、これを確認する義務が

あったというべきであり、そうであるにもかかわらず、これを怠ったのであるから、過失があるといわざるを得ない。

 被告ＡＸＮ、被告ジャパネット、被告アイキャスト、被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪは、それぞれコンテンツ提供者から表明保証を受けていることを根拠として、過

失がない旨主張する。しかしながら、表明保証は、表明された内容が現実と異なることがあり得ることを前提として、そのことによる損失を表明者が補償するとい

う契約上の手法であるにすぎず、当該事情をもって、著作権者の権利侵害に対する予見可能性や確認義務がなくなるということはできない。

（被告アイキャストについて）

 番組は、多数の著作物を総合して成り立つものであり、多数の権利が含まれているものであるから、その許諾については、番組を制作した事業者が適切に処理するのが通常である。制作

過程に関与することなく、番組供給者から供給された番組の放送又は配信を行う事業者に、供給を受けた膨大な数の番組の全てにつき、多数の権利処理の有無を実際に確認させることは現

実的ではないし、被告ＡＸＮ及び被告ジャパネットとの契約上も、供給を受けた番組の制作や編集の内容について、被告アイキャストが改変することは禁止されていたのであるから、個々

の放送番組の内容について個別具体的に把握した上で権利処理の有無を確認することは想定されていない。そのため、被告アイキャストは、本件字幕を付した本件映画の供給元である被告

ＡＸＮ及び被告ジャパネットに対し、権利処理を適切に行うことを義務付け、保証させていた。そして、被告アイキャストが被告ＡＸＮ又は被告ジャパネットから供給された番組につい

て、本件の前に権利処理のトラブルが生じたことはなく、また字幕翻訳者の氏名がクレジット表示されない作品もある以上、本件字幕について権利処理が適切になされているかについて疑

義を生じさせる特段の事情も存在しなかった。

 以上によれば、被告アイキャストが、本件字幕の権利処理がなされていないことを予見することはできず、これを具体的な資料に基づいて確認する義務を負うことはなく、結果の発生を

回避するために必要とされる措置を講じなかったということもできない。

（被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪについて）

 被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪは、被告ＡＸＮ又は被告ジャパネットが決定する本件映画の放送・配信のタイミングの決定過程に関与することができず、また、被告ＡＸＮ又は被告ジャパ

ネットから提供された本件映画を改変等することもできなかった。このように番組を改変等することが許されず、提供された番組を機械的に放送・配信することしかできない放送事業者

は、侵害の有無について調査確認する注意義務を負わないか、負うとしても、その注意義務の程度は、番組供給者のそれと比較して低いと解すべきである。そして、被告ＳＰＥ及び被告Ｓ

ＰＪに対し、本件映画を供給した被告ＡＸＮ又は被告ジャパネットは、膨大な数の番組の供給及び放送・配信実績を有する専門事業者であり、放送業界において特に字幕翻訳に係る権利処

理について著作者との間でトラブルが生じているといった事実は存在せず、被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪに提供した他の放送番組についても同様であったから、著作権の処理が適切になされ

ているかについて疑義を生じさせ又は氏名表示権の処理が適切になされているか疑義を生じさせる特段の事情も存在しなかった。そもそも、本件映画のような番組は、多数の著作物を総合

して成り立つものであり、多数の権利が含まれているものであるから、その許諾については、番組を制作した事業者が適切に処理するのが通常である。制作過程に関与することなく、番組

供給者から供給された番組の放送又は配信を行う事業者に、供給を受けた膨大な数の番組の全てにつき、多数の権利処理の有無を実際に確認させることは現実的ではない。そのため、被告

ＳＰＥ及び被告ＳＰＪは、本件字幕を付した本件映画の供給元である被告ＡＸＮ及び被告ジャパネットに対し、権利処理を適切に行うことを義務付け、保証させていた。

 以上によれば、被告ＳＰＥ及び被告ＳＰＪが、本件字幕の権利処理がなされていないことを予見することはできず、これを具体的な資料に基づいて確認する義務を負うこともないという

べきである。

（被告ＡＸＮについて）

 映画を制作・販売するに当たっては、制作者が権利関係の処理を適切に行うことが前提とされ、業界慣行となっている。専門チャンネルを編成等する場合には、特定の類型に属する番組

を多数調達する必要があり、第三者が制作し既に放送又は配信されている番組を調達することとなるから、その慣行はより一層顕著である。本件映画の制作者である被告フィールドワーク

スも、被告ＡＸＮに本件映画を供給した補助参加人東北新社も、映画制作や映画供給の専門業者であって、作品の供給を受けた番組供給事業者は、特段の事情がない限り、権利処理がされ

ていることを信頼して取引に入る。そのことを明確にするため、被告ＡＸＮは、補助参加人東北新社から表明保証を受けている。そして、被告ＡＸＮが本件字幕の権利処理に具体的な懸念

等を抱くような事情もなく、字幕翻訳者から要望がない限り、氏名表示の有無は映画制作者・販売業者の裁量の範囲内の事項であり、作品中に氏名表示がないケースも珍しくないことか

ら、本件映画につき、字幕翻訳者の氏名がクレジット表示されていないことをもって、被告ＡＸＮが本件字幕の権利処理に具体的な懸念等を抱く余地もなかった。以上によれば、被告ＡＸ

Ｎが、本件字幕の許諾が存在しないことを予見することはできなかったというべきである。

 さらに、番組供給事業者が、当事者でもない契約関係について精査し、作品に関する権利全てについて許諾を受けているかどうかを確認することは多大なコストと手間を要するのであっ

て困難であるから、被告ＡＸＮが許諾の有無を確認する義務を負っていたとはいえない。

（被告ジャパネットについて）

 映像作品は多数の著作物によって構成され、様々な媒体で利用されるから、当該作品を利用する事業者がその都度許諾を得ることは煩雑であるし、制作に関与しない者が権利処理を行う

ことも現実的ではないから、映像作品の制作者が一括して権利処理を行い、又は適切に権利処理が行われているかを確認することが一般的である。そして、許諾を受ける事業者は、許諾者

から表明保証を受けることによって権利処理が適切になされているかを確認する。本件映画についても、被告ジャパネットは、補助参加人東北新社から表明保証を受け、かつ、同社が被告

フィールドワークスから表明保証を受けていることを確認していた。そして、字幕翻訳者のクレジットを表示するかどうかは、映画の配給者の裁量によるという業界慣行からすれば、本件

字幕の権利処理に疑問を抱くべき事情はなかった。したがって、被告ジャパネットが自ら権利関係を調査しなかったとしても、そのことに注意義務違反はない。

 補助参加人東北新社と被告ジャパネットの契約においては、翻訳者の権利処理は被告ジャパネットの責任において行われるとの記載があるが、これは契約書の雛型の記載を削除し損ねた

ために存在する記載であり、契約当事者の認識とは異なるものである。

（被告フィールドワークスについて）

 字幕翻訳者の氏名を表示するか否かは、テレビ放送局の独自の判断であり、被告フィールドワークスの関与するところではない。したがって、被告フィールドワークスには、氏名表示権

の侵害について過失がない。
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【争点６】

過失相殺の要否

被告ら及び補助参加人ら 原告

 原告は、映画の字幕翻訳の業界に精通した人物であり、映画を放映するに当たり、字幕翻訳者の氏名を表示するかどうかがテレビ放送局の判断であることを認識

していた。そうであるにもかかわらず、原告は、氏名表示について何ら要望していないのであるから、原告の落ち度は大きいものといわざるを得ず、相当程度の過

失相殺が認められるべきである。

争う。

別紙３ 消滅時効の成否・損害額・過失相殺の要否

【争点５】

損害額

原告

 本件における氏名表示権侵害の慰謝料額を算定するに当たり、①本件字幕は、著名かつ⾧尺の映画に係る字幕翻訳であり、作品としての価値が高いこと、②放送

又は配信を通じ、本件字幕の全部が公衆に送信されたこと、③「スカパー！」又は「ひかりＴＶ」の加入者の多数が本件字幕を付した本件映画を視聴したこと、④

侵害期間は、「ザ・シネマ」につき平成３０年から令和元年まで、「スターチャンネル」につき平成２４年から平成２８年までであり、いずれも⾧期であること、

⑤被告らが侵害を認めていないこと、⑥本件映画の字幕は、原告が作成した本件字幕以外にも存在しており、氏名表示がなければ、視聴者が他の字幕が使用されて

いるものと誤解すること、⑦ＤＶＤ－ＢＯＸに記載されている氏名表示にアクセスする機会はほぼなかったこと、⑧字幕翻訳業界は、実績を有する者に依頼が集中

するところ、氏名表示は映画関係者から依頼を得るための重要な機会であることなどが考慮される必要がある。

 これらの事情によれば、本件における氏名表示権侵害の慰謝料額は、「ザ・シネマ」に係る放送又は配信につき１００万円、「スターチャンネル」に係る放送又

は配信につき１５０万円を下ることはない。

【争点４】

消滅時効の成否

被告ら及び補助参加人ら 原告

【ザ・シネマに係る放送又は配信】

（令和３年５月２７日を起算点とする主張）

 原告は、自認するとおり、令和元年６月２８日時点で「ひかりＴＶ」をプラットフォームとする「ザ・シネマ」の番組として、本件字幕を付した本件映画が配信

され、自らの氏名が表示されていないことを認識しており、令和３年５月２７日付け通知書（乙Ｅ１３）においては、スカパー及びひかりＴＶをプラットフォーム

とする「ザ・シネマ」の番組として放送又は配信された行為を侵害行為として特定している。

 上記放送又は配信に係る事業主体、本件映画の過去又は将来の放送日は、インターネット上で容易に確認することができたし、原告は令和元年６月２８日に侵害

を認識してから令和３年５月２７日に通知書を発出するまで調査を継続しているから、被告フィールドワークスが侵害に関与していることも認識できた。

 以上によれば、原告は、令和３年５月２７日時点で、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ、被告アイキャスト、被告ＡＸＮ及び被告フィールドワークスを加害者として、著

作権及び著作者人格権侵害を認識し得る状態であったといえる。したがって、令和６年５月２８日付け通知書を受領した時点では既に消滅時効が完成しており、消

滅時効が成立する。

（令和元年６月２８日を起算点とする主張）

 上記のとおり、令和３年５月２７日付け通知書（乙E１３）には、令和元年６月２８日に侵害の事実を確認した旨記載されているから、同日をもって著作者人格権

の侵害を認識したといえる。したがって、令和６年５月２８日付け通知書を受領した時点では既に消滅時効が完成しており、消滅時効が成立する。

【スターチャンネルに係る放送又は配信】

（令和３年５月２７日を起算点とする主張）

 原告は、本件字幕を付した本件映画が配信され、自らの氏名が表示されていないことを認識した令和元年６月２８日から、令和３年５月２７日付け通知書を被告

アイキャストに送付するまで調査を継続していたのであるから、「スターチャンネル」を通じた放送又は配信についても、放送日及び関与した事業主体を認識して

いたというべきである。

 以上によれば、原告は、令和３年５月２７日時点で、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ、被告アイキャスト、被告ジャパネット及び被告フィールドワークスを加害者とし

て、著作権及び著作者人格権侵害を認識し得る状態であったといえる。

 したがって、令和６年５月２８日付け通知書を受領した時点では既に消滅時効が完成しており、消滅時効が成立する。

（テレビ放送につき平成２８年１２月１９日、VOD配信につき平成２９年１月３１日を起算点とする主張）

 原告は、平成２３年１０月２０日には、本件字幕を付した本件映画がＷＯＷＯＷで放映されることを知ったから、他の番組でも放映されるかどうかにつき関心を

抱くのが自然である。そして、被告ジャパネットは、平成２４年６月１５日付けの告知により、本件映画がスターチャンネルにおいて放送されることを告知してい

た。そうすると、原告は、本件字幕を付した本件映画が「スターチャンネル」で放送又は配信された時点（最後に放送されたのは平成２８年１２月１９日、ＶＯＤ

配信されたのは平成２９年１月３１日）において、損害及び加害者を認識し得る状態にあったというべきである。

 したがって、令和６年５月２８日付け通知書を受領した時点では既に消滅時効が完成しており、消滅時効が成立する。

（令和元年６月２８日を起算点とする主張）

 上記のとおり、令和３年５月２７日付け通知書（乙E１３）には、令和元年６月２８日に侵害の事実を確認した旨記載されているから、同日をもって著作者人格権

の侵害を認識したといえる。したがって、令和６年５月２８日付け通知書を受領した時点では既に消滅時効が完成しており、消滅時効が成立する。

【ザ・シネマに係る放送又は配信】

 原告は、令和元年６月２８日時点で「ひかりＴＶ」をプラットフォームとする「ザ・シネマ」の番組として、本件字幕を付した本件映画が配信され、自らの氏名が表示されていないことを認識した。

 しかしながら、配信主体が誰であるか、配信ではなく衛星放送で放送される本件映画に本件字幕が表示されているか、字幕翻訳者として原告の氏名が表示されているか、具体的な放送日がいつであるかを知ることは

できなかった。そのため、原告は、令和３年５月２７日付けで、被告アイキャストに対し、「ザ・シネマ」を通じたスカパーのＣＳ放送及びひかりＴＶの配信につき、その放送日及び配信期間を尋ねる質問状を送付し

ている。

 原告が放送日又は配信期間を認識したのは、当該質問状に対する回答が返送された令和３年６月２３日であり、「スカパープレミアムサービス」「スカパー！プレミアムサービス光」「スカパー！オンデマンド」の

プラットフォームの運営主体、当該プラットフォームで放送又は配信される番組である「ザ・シネマ」の運営主体及び有線放送事業者による衛星放送の同時再放送の仕組みを知ったのは令和３年８月初旬頃であった。

 したがって、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ、被告アイキャスト及び被告ＡＸＮに対する各損害賠償請求権につき、消滅時効は成立しない。

【スターチャンネルに係る放送又は配信】

 原告は、令和３年６月２３日、同年５月２７日付け質問状に対する回答を通じて、「スターチャンネル」における放送日又は配信期間を認識したものの、当該回答には、本件映画が放送又は配信されたことが記載さ

れているにとどまり、本件字幕の使用や氏名表示の有無に関する記載はなかった。

 原告が権利侵害を認識したのは、上記回答を踏まえ、スターチャンネル社に質問状を送付し、やり取りを重ねた後である令和３年９月１３日のことである。

 また、原告が加害者を認識したのは、上記記載のとおり、令和３年８月初旬頃である。

 したがって、被告ＳＰＥ、被告ＳＰＪ、被告アイキャスト及び被告ジャパネットに対する各損害賠償請求権につき、消滅時効は成立しない。

 原告の主張はいずれも否認ない

し争う。別件訴訟における慰謝料

額を参考にすれば、本件の慰謝料

額は数万円程度が相当である。

 本件字幕の利用自体は適法なも

のであること、原告の氏名表示に

対する関心が高くないこと、氏名

表示に関する明確な合意に反して

氏名表示権を侵害したといった悪

質性が存在しないことなどからす

れば、本件の慰謝料額は数万円程

度が相当である。

 字幕は本件映画の従たる著作物で

あること、視聴者は「ひかりＴＶ」

加入者の一部にとどまることなどか

らすれば、原告主張の慰謝料額は過

大というほかない。

 原告の主張はいずれも否認ない

し争う。視聴者は「スターチャン

ネル」加入者の一部にとどまるこ

と、放送回数及び配信期間が限ら

れていること、別件訴訟における

慰謝料額からすれば、本件の慰謝

料額は８万円を上回ることはな

い。

 原告の主張はいずれも否認ない

し争う。原告が氏名表示を重視し

ていなかったこと、他人が作成し

た字幕と混同する余地はないこ

と、視聴者が近接した時期に販売

されたＤＶＤのジャケット等に記

載された情報にアクセスすること

も考えられること、氏名表示権は

経済的利益を保護するものではな

いことからすれば、原告の主張は

失当である。

 字幕翻訳は、映画の音声を翻訳

したものであり映画と離れた独自

の価値がないこと、テレビ放映と

異なり視聴者が限られること、氏

名表示がなくても業界関係者が字

幕翻訳者を確認することは容易で

あることに加え、別件訴訟におい

て同一の利用許諾に基づく慰謝料

が支払われていることを考慮すれ

ば、本件の慰謝料額は１万円を超

えることはない。


